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研究成果の概要（和文）：イノベーションの原動力である異なる知識の新結合として発明者の共同研究ネットワ
ークに注目し、組織の生産性を分析した。特に、発明者ネットワークを大きく変化させる発明者の組織間異動に
焦点をあてた。分析の結果、多くの発明者の異動は、同一企業内、資本関係のある企業間、取引関係のある企業
間で起きていることが確認された。企業間関係が企業のパフォーマンス向上に結び付くことを因果関係も含めて
示すとともに、発明者の組織間異動が多い組織や共同研究が活発な組織においては、新技術などの知識の波及の
速度が速いことが確認された。

研究成果の概要（英文）：We examine productivity of organization, focusing on inter-inventor 
collaboration network as a new bond of different knowledge and driver of innovation. Especially, we 
focus on inventor’s mobility across organizations which is supposed to change inter-inventor 
network. We found that most inventors move to organization within the same firm, between firms which
 have shareholding relations or transaction relations. Further, we found that such inter-firm 
relations causes better performance and knowledge of new technology propagate rapidly to 
organization with more mobile inventors and more experiences of collaboration.

研究分野：空間経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
組織の生産性を発明者の共同研究ネットワークおよび発明者の異動から捉えることにより、イノベーション研究
だけでなく、労働経済学の分野においても、労働者の知識の異質性や労働者同士の相互作用から労働者の生産性
を考えるという新たな視点を提示した。労働者が流動的である組織や組織間の相互作用が強い組織において、新
技術などの知識の伝播が早いこと確認され、労働者の流動性を促す労働市場の整備、公的研究機関の役割への政
策的示唆を持つ。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
シュンペーター以降、異なる知識の新結合はイノベーションを引き起こす原動力であると認識
され、労働者の多様性や知識の多様性と知識生産活動の生産性との関係が研究されてきた。実
証的には、Ostergaard et al.(2011)により、労働者の多様性と組織の生産性との間には正の関
係があることが確認され、Parrotta et al.(2014)により、労働者の多様性と知識の多様性との間
にも正の関係があることが確認されている。しかし、これらの多様性が組織の生産性に影響を
与えるメカニズムについて、ほとんど解明されていない。本研究では、異なる知識の新結合を
発明者の共同研究ネットワークにより捉え、組織の生産性との関係を明らかにする。 
 
２．研究の目的 
組織の生産性の決定要因として、組織間のネットワークの観点がある。チェスブローの提唱す
るオープンイノベーションでは、外部知識を取り入れることの重要性を示している。多くの共
同研究は組織内で行われることが確認されており、組織内発明者の知識の多様性は減衰すると
考えられるため、組織を超えた共同研究ネットワークが重要である。しかしながら、既存研究
では、組織間ネットワークのみが分析され、組織を超えた発明者のネットワークに着目したも
のは稀有である。本研究では、発明者の組織間異動に特に焦点を置く、発明者ネットワークを
大きく変化しうることに加えて、外部知識を取り入れる手段として、発明者の流動性の観点が
重要である。発明者の組織間異動の特性を明らかにし、発明者および組織間のネットワークが
組織の生産性に与える影響を分析することが目的である。 
 
３．研究の方法 
まず、特許の公開広報から発明者情報を抽出する作業を行った。発明者の所属を特定する作業
には発明者住所の情報から、所属の文字列を抽出する必要があり、大量なデータ分析をリサー
チアシスタントとともに進めた。また、発明者の識別問題（同姓同名の問題）を解決するため、
ＮＴＴの電話帳のユニークネーム（1 回しか現れない名前）のリストとマッチした発明者のみ
を分析対象とするが、分析対象を絞ることによるサンプルバイアスがどの程度生じるのかにつ
いて解析する。発明者の組織間の異動は共同研究の発明者ネットワークを大きく変化させると
考えられるため、簡単な推計として、ユニークネームの発明者の組織間異動と組織の生産性と
の相関関係を確認する。 
次に、東京商工リサーチ（TSR）の企業間ネットワークのデータをマージした。TSR のデータに
は企業間の資本関係および取引関係のデータが発明者の異動がどのような組織間で起きやすい
のか、どのような組織間で共同研究が起きやすいのかなどを確認することが可能となる。また、
発明者が企業に属しているか、個人の発明者であるかの識別にも使うことが可能である。企業
間の取引関係や資本関係など他の経済活動のネットワークと密接に関わると考えられ、企業の
パフォーマンスとの関係を合わせて分析する。 
組織間のネットワークおよび発明者の異動に伴う発明者間のネットワークの変化と組織のパフ
ォーマンスの因果関係を識別するため、組織間のネットワークについては、新幹線開通などに
よるネットワーク構築のコストを削減する外生的な変化を用いて、因果関係を識別する。また、
発明者の異動については、組織の吸収合併などによる効果を測定することを試みる。 
また、知識伝播の性質をより詳細に分析するため、特許明細書データのテキスト情報を用いる。
明細書に始めて現れる言葉を抽出し、その言葉をその組織で生み出された新しい技術であると
仮定し、それらの言葉がどのように当該組織の以降の特許のテキストに使われているのか、ま
た、その言葉が他の組織で使われるようになった場合、発明者の異動や共同研究と関連してい
るかを分析することにより、知識の新結合による効果を識別する。 
 
４．研究成果 
 
分析の結果、多くの発明者の組織間の異動および組織間の共同研究は、同一企業内、資本関係
のある企業間、取引関係のある企業間で起きていることが確認された。特許を出願する労働者
は高度な人材であると考えられるが、日本の労働市場が流動的でないことが、発明者のレベル
でも確認された。労働者の組織間異動を捉えることは労働経済学において、非常に困難である
ため、特許データのレアネームを用いた分析によるインプリケーションは非常に大きい。 
また、組織間異動と組織間の共同研究ネットワークの違いとして、規模の大きな組織は組織内
で共同研究を行い、組織間の共同研究率が低いのに対して、発明者の組織間の異動は規模の大
きな組織で活発であることが確認された。規模の大きな組織では、組織内での共同研究が多く、
新しい知識が外部から伝播しにくいと考えられるが、発明者の異動により、新たな知識が伝播
すると考えられる。 
組織のパフォーマンスとの因果関係の識別のため、組織間のネットワークについては、新幹線
開通などのネットワーク構築のコストを削減する外生的な変化を用いて分析を行った。企業間
の取引関係の構築は取引コストの削減により活発になり、企業のパフォーマンス向上につなが
ることが確認されて、Journal of Political Economy に掲載された。また、組織間の共同研究
ネットワークについては、新幹線が開通しても、組織間の関係構築コストの削減された遠くの
組織と共同研究を開始することは有意に確認されなかったが、特許の引用関係が遠くの組織と



の間でも行わられるようになり、活発になることが確認された。組織間のネットワークとパフ
ォーマンスの関係については、新幹線開通の効果により因果関係の識別が可能となったが、発
明者の異動との関係については、組織の改編などのケースが非常に少なく、また、組織間のネ
ットワークと複雑に絡み合っているため、因果関係の識別にまでは至らなかった。 
当初の計画のように、これらの複雑な相互関係の因果関係の識別にまでは至らなかったが、技
術の伝播の性質をより詳細に分析するため、既存研究で行われている引用関係ネットワークに
より測定するだけでなく、特許明細書データのテキスト情報から始めて現れる言葉を抽出し、
それらの言葉をその組織で生み出された新しい技術であると仮定し、新技術の波及を測定した。
引用関係ネットワークではどのような技術が波及したのかの特定が難しいが、テキストマイニ
ングにより新技術の伝播の過程を測定することが可能になる。新技術の波及曲線を分析した結
果、分析の結果、組織間の発明者の異動の多い組織や共同研究の多い組織において、伝播のス
ピードが高くなることが確認された。組織間の発明者の異動の多い組織や共同研究の多い組織
において、生産性が高いことを考慮すると、異なる知識の新結合の重要性が示唆される。 
組織の生産性を発明者ネットワークから捉えることは、イノベーション研究において、斬新的
な視点であるとともに、労働経済学の分野においても、新たな視点を提示することが可能であ
る。労働経済学では、労働者の質を捉える際に、学歴や勤続期間などの情報を用いており、労
働者の知識の異質性や労働者同士のインターラクションを捉えることは出来なかった。知識生
産活動に限定した分析であるが、労働者の相互作用を実証するという斬新的な視点を提示でき
る。また、労働者の賃金に焦点が当てられており、個人レベルの生産性を測定することは不可
能であった。発明者研究では、個人レベルの生産性が評価できるため、労働者の流動性（組織
間異動）の効果について、異動者のラーニングの効果、組織へのスピルオーバー効果などを識
別し、より詳細なメカニズムを把握することが可能となる。 
さらに、発明者の組織間異動による異動前後の組織の生産性への効果から、マクロの生産性へ
の効果を定量化できれば、労働者の流動性に関する政策的インプリケーションを導くことが可
能となる。労働者の流動性を促すような労働市場の整備に対するインプリケーションに加え、
公的研究機関の役割を議論できる。公的研究機関では、既に民間研究機関の研究者の出向を受
け入れなどの人事交流を行っているが、流動性を促すためのさらなる施策を導入できると考え
られる。今後の研究の発展につながるであろう。 
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